
①役員・顧問職 100万円以上

②株式 利益100万円以上/全株式の5%以上

③特許権使用料 100万円以上

④講演料等 50万円以上

⑤原稿料等 50万円以上

⑥研究費 100万円以上

⑦奨学寄付金 100万円以上

⑧寄付講座への所属 100万円以上

⑨その他の報酬 5万円以上

演者の利益相反自己申告が必要となる金額（年間）

日本医学会COI管理ガイドライン（2017年3月改定）に準拠



該当の状況 企業名等

①役員・顧問職 あり ・ なし

②株式 あり ・ なし

③特許権使用料 あり ・ なし

④講演料等 あり ・ なし

⑤原稿料等 あり ・ なし

⑥研究費 あり ・ なし

⑦奨学寄付金 あり ・ なし

⑧寄付講座への所属 あり ・ なし

⑨その他の報酬 あり ・ なし

演者の利益相反状態の開示

日本医学会COI管理ガイドライン（2017年3月改定）
に準拠



すべての項目に該当なし

演者の利益相反状態の開示
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